
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

4,208 千円

3,884 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 4,208 千円

担当課 市民環境部環境保全課 課長 小中尾　政則

担当者 林田　雅孝 問合せ先 0957－53－4111（内線143）

施策 2003
ごみの減量化と適正処理の推
進

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 不法投棄対策事業 現状維持 予算額

事業期間 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律
・大村市環境美化条例
・大村市環境美化条例施行規則

パトロール員による市内一円の巡回・パトロール、不法投棄禁止看板の設置、保健所との合同パトロール等を
継続的に行っているが、不法投棄は減収しない状況であり、今後も継続的に不法投棄防止対策の実施、啓発活
動を行っていく必要がある。

【目的】不法投棄者の抑制・撲滅を図るとともに、不法投棄がない社会及び循環型社会を創出するための
        啓発を行う。

【概要】建築廃材等の処理規制が厳しくなったことや家電製品４品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコ
        ン）の廃棄処理の有料化以降、平成２１年度から新たに家電製品２品目（衣類乾燥機、液晶・プ
        ラズマテレビ）が追加され、不法投棄が後を絶たない状況であり、市内一円の巡回・パトロー
        ル、指導、摘発を実施する。また、不法投棄禁止看板等の設置を行う。

【対象】市内全域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

不法投棄物
（家電４品目
以外）

不法投棄物
（家電４品目）

パトロール員
による回収
（可燃物・不
燃物として環
境センターへ
搬入）

パトロール員
による回収
（倉庫に一時
保管後年度
末にリサイク
ルセンターへ
搬入）

環境セン
ターへ搬入

リサイクル

センターへ

搬入（手数

料納付）

不法投棄
禁止看板
設置

市内一円の

巡回パト

ロール及び

回収・指導

不法投棄

がない社

会及び循

環型社会

の創出に

よるきれ

いなまち

づくりの

推進
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ３

(実績)
Ｒ４

(計画)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)

不法投棄パトロール回数 計画値 回 393 486 486 486 486

計画値

指標名 単位
Ｒ３

(実績)
Ｒ４

(計画)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)

不法投棄家電４品目回収件数 計画値 件 10 － － － －

不法投棄物回収量 計画値 Ｋｇ 3537 3690 3650 3610 3570

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 合計
事業費 3,777 4,352 3,884 4,208 4,208 4,208 24,637

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 0

一般財源 3,777 4,352 3,884 4,208 4,208 4,208 24,637
人件費 5,458 5,458 5,454 5,454 5,454 5,454 32,732

職員(人) 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人 0.75人 4.50人
時間外勤務(h) 2h 2h 0h 0h 0h 0h 4h
会計年度任用職員(人) 0.00人

フルコスト 9,235 9,810 9,338 9,662 9,662 9,662 57,369

妥当性
(市の関与)

不法投棄の撲滅には、関係機関（警察署、県央保健所）、環境美化推進員、町内会長等との
連携は不可欠であり、市が深く関与する必要がある。

有効性
(施策貢献度)

不法投棄対策事業の実施は、廃棄物処理の推進や環境美化の推進につながっている。

効率性
(コスト)

パトロールによる巡回監視等に対し、最低限の人員配置で対応しており、削減の余地はな
い。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 １次評価のとおり


